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1. 令和 7年度の重点事項について 

(1) 認知症施策について 



 

 



第９期計画の重点的な課題

○重症化予防の推進

○住民の社会参加促進による支え合い、助け合いの地域づくり

○認知症の人とその家族を支える仕組みづくりの推進

〇状態が変化しても対応できる柔軟な支援体制の構築

○民間サービスや他部署との連携による多様な支援の展開

○本人本位の視点を重視した人材の確保や育成

○デジタル化促進による生産性向上

○ハラスメント対策を含めた働きやすい職場づくりに向けた取組みの推進

○医療と介護の更なる連携推進や医療依存度の高い方への支援体制強化

令和5年度加賀市健康福祉審議会高齢者分科会 第4回会議資料から

生活習慣病

209人

認知症

136人
筋骨格系

疾患

116人

骨折

72人

がん

67人

その他

193人

2013年（平成２５年） （n=793）

17.1%

第６期加賀市介護保険事業計画 概要版より
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(※1）
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211人
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127人

骨折
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37人

その他
205人

介護保険の申請における新規要支援・要介護認定
者の申請時疾病理由について

(※1）
(※1:脳卒中や狭心症、
糖尿病や高血圧症等）

新規申請において、４人に1人の割合で認知症
が理由で申請。
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第9期計画における取り組みについて
①認知症に関しての相談件数の増加及び介護保険申請時の理由に認知症が増
加している。
▶認知症の予防（「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても進行を緩やかにする」こと）
の推進
●もの忘れ健診、地域おたっしゃサークル、脳活性化プログラムの普及、認知症ケアパスの普及

②在宅介護実態調査において、介護者が不安を感じる介護として、要介護１、２
の場合「認知症状への対応」の割合が高い。
▶介護者の認知症の対応力の向上 ●チームオレンジの設置
▶地域住民等の認知症の正しい理解の促進 ●認知症サポーター養成講座の開催、個別地域ケア会
議の開催(※１)
(※1 個別地域ケア会議とは、地域で困っている高齢者等に対 して地域関係者や支援者が集まり、支援方法を検討し、役割分担等を
行う会議。)

③施設入居の場合、住まい変更の理由として、「医療処置の必要性」と「認知症状
の悪化」が主な理由となっている。
▶介護職の医療に関する知識及び認知症のケアの向上
●認知症初期集中支援チーム（※2）（専門職チーム）の施設への拡大

（※2 認知症初期集中支援チームとは、認知症専門医や精神保健福祉士等の専門職が、医療の見立てや適切な医療サービスや介護
サービスを紹介したり、困りごとを伺い、支援者と一緒に解決策を考える場）

●認知症の人のためのケアマネジメント センター方式（アセスメントツール）の活用
●医療知識に関する研修会の開催

④当事者同士または家族同士が集い、話しあう場を望んでいる
▶居場所の設置
●認知症カフェ（Cog-café）の開催 令和5年度加賀市健康福祉審議会高齢者分科会 第3回会議資料から

令和６年度の主な認知症支援事業と令和７年度の取り組み

事業名 取り組み内容 令和６年度取り組み状況 令和７年度の方向性(案)

認知症ケアパス
(わたしの暮らし手帳)

♦認知症ケアパスによる意思
決定支援の拡充
元気はつらつ塾（協力員含
む）や、かがやき予防塾修了
生等の様々な場面を通じて、
わたしの暮らし手帳の理解度
を高めていく。

♦地域おたっしゃサークル向け
に普及啓発講座（11回 延べ
275人）
♦一人ぐらし高齢者の集いで説
明（山代地区の民生児童委員が
独自で朗読劇を実施）
♦KAGA健幸フェスタ2024にて、
啓発普及 1回 延べ30人

①７０歳以上の高齢者(要支
援・要介護認定者を除く)に対
して送付している介護予防基
本チェックリストと併せて個
別に郵送予定。
②認知症ケアパス（わたしの
暮らし手帳）活用講座を実施
予定。

認知症初期集中支援
チーム

♦支援対象者の拡充
介護従事者が対応に苦慮して
いる認知症高齢者について、
認知症初期集中支援チーム員
（医師・精神保健福祉士等）
が助言を行い、職員の対応力
の向上を図る。

5回4ケース実施
（被害妄想等の問題行動が強く
生じているケース、認知症状の
悪化なのか発達障害なのか分か
らず、従事者が対応に苦慮して
いるケース等）

①グループホーム等の介護保
険事業所の利用者も含め、対
応に苦慮している認知症高齢
者に対して、「認知症初期集
中支援チーム派遣事業」を実
施予定。

認知症カフェ
Cog-café（コグ・カフェ） ♦認知症当事者の不安解消や

つながりの場づくり
認知症当事者が本音を話し合
うことが出来るようになり、
今後の生活の希望や新たな活
動につなげる。

4回実施(R6.3から開始)
認知症当事者：3名 延べ7名
家族等：16名 延べ24名
♦ある当事者の声♦
・駅でのトイレに問題はあるも、
新幹線に乗りたい！
・運転できなくなって楽しみが
ない。どこか出かけたい！

①認知症当事者と共に企画・
運営を行い、認知症当事者の
やりたいを引き出し、できる
を増やせる場にしていく。

令和６年１月１日施行された「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の考え方にある「新しい認知症観」等が一般市
民向けに理解促進が広がるよう、市民シンポジウムを開催予定。

新 （仮称）認知症についての市民シンポジウム～認知症になっても好きなことを続けよう～の開催
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１.目的

認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症施策を総合的かつ計画的に推進
⇒認知症の人を含めた国⺠⼀人⼀人がその個性と能⼒を⼗分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ⽀え合いながら共⽣する活⼒ある社会（＝共⽣
社会）の実現を推進

〜共⽣社会の実現の推進という目的に向け、基本理念等に基づき認知症施策を国・地⽅が⼀体となって講じていく〜
２.基本理念
認知症施策は、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、①～⑦を基本理念として行う。
① 全ての認知症の人が、基本的人権を享有する個人として、自らの意思によって日常生活及び社会生活を営むことができる。
②国民が、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深めることができる
③ 認知症の人にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるものを除去することにより、全ての認知症の人が、社会の対等な構成
員として、地域において安全にかつ安心して自立した日常⽣活を営むことができるとともに、自己に直接関係する事項に関して意見を表明
する機会及び社会のあらゆる分野における活動に参画する機会の確保を通じてその個性と能⼒を⼗分に発揮することができる。
④認知症の人の意向を⼗分に尊重しつつ、良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスが切れ目なく提供される。
⑤認知症の人のみならず家族等に対する支援により、認知症の人及び家族等が地域において安心して日常⽣活を営むことができる。
⑥共⽣社会の実現に資する研究等を推進するとともに、認知症及び軽度の認知機能の障害に係る予防、診断及び治療並びにリハビリテーショ
ン及び介護⽅法、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすための社会参加の在り⽅及び認知症の人が他の人々と支え合いながら
共生することができる社会環境の整備その他の事項に関する科学的知見に基づく研究等の成果を広く国⺠が享受できる環境を整備。
⑦ 教育、地域づくり、雇用、保健、医療、福祉その他の各関連分野における総合的な取組として行われる。

国・地⽅公共団体は、基本理念にのっとり、認知症施策を策定・実施する責務を有する。
国⺠は、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深め、共生社会の実現
に寄与するよう努める。
政府は、認知症施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講ずる。
※その他保健医療福祉サービス提供者、生活基盤サービス提供事業者の責務を規定

４.認知症施策推進基本計画等
政府は、認知症施策推進基本計画を策定（認知症の人及び家族等により構成される関係者会議の意見を聴く。
都道府県・市町村は、それぞれ都道府県計画・市町村計画を策定（認知症の人及び家族等の意見を聴く。（努力義務）

３.国・地⽅公共団体等の責務等

「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の概要参考 令和5年法律第65号
令和5年6月14日成立

同月16日公布
令和6年1月1日施行

厚生労働省HPより

参考

令和６年12月９日 社会保障審議会介護保険部会 （第115回） 参考資料 １
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